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【発表概要】 

商用英語データベースではアジアや新興国の収録が不充分な場合が多く、商用英

語データベースを補完するデータベースとして、検索、表示、出力機能は劣るが、各

国特許庁データベースを利用せざるを得ないこともある。このような場合に検索言語と

して各国原語でアクセスしなければならない場合も多い。本報告では検索ワードの問

題もさることながら、出願人を検索する上での種々の問題に焦点を当て、検索ノウハウ

を紹介する。今回は、特に中国・台湾特許検索上の問題点を明らかにする。 
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1. はじめに 
アジアや新興国の特許調査では、英語デ

ータベースだけでは網羅的な検索ができな

いことが明らかにされている [1],[2],[3]。その主

な理由は、原語から英語への翻訳が正しく

なされないことによる（特に機械翻訳の場合

は不適当な翻訳や誤訳などが多くなる）。例

えば中国特許調査において網羅的な検索

をするには、英語データベース＋中国語デ

ータベースというのが一般的な調査方法に

なりつつあり、英語データベースに原語（中

国語）を組み込んだハイブリッド検索システ

ムも登場している。これについては

INFOPRO2011 において田畑らが報告して

いる [4]。 
中国語ワード検索のノウハウの詳細につ

いては、本シンポジウム「中国特許の中国語

キーワード検索検証」で紹介予定であるので、

本稿では、出願人検索上の問題点を紹介し、

その対応策を明らかにしたので報告する。 
日本知的財産協会(JIPA)から 2011 年に

報告された「中国特許調査に関する研究」で

は、中国における出願人の異表記について

以下のように明らかにされている [3],[5]。 
①外国出願人の表記には、意味を含む

発音などに由来するものなどもある。 
②欧米出願人の中文表記が統制されて

いない（Qualcomm、P&G の中国語表記

例）。 
③中国国内出願人の英文表記が統制さ

れていない（北京航空航天大学の英語異表

記例）。 
④英語データベースにおける共同出願人

は１社のみ収録。Foxconn Computer と

Hon Hai Precision の例など。 
⑤したがって、漏れのない出願人検索は

容易ではない。 
 中国出願人および共同出願の場合は

中文検索で、中国以外の出願人（外国出願

人）の場合は英文検索が必要であり、中文

検索と英文検索を併用して検索しないと網

羅的な検索はできない、と結論している。 
また、網羅的な検索をするには Hon Hai 

Precision = Foxconn のように企業名だけ

でなく、ブランド名でも検索すべきである、と

している。これは個別企業(Hon Hai 

Precision)を把握するか、グループ企業全

体(Foxconn グループ)として捉えるかの問

題であり、若干混乱している状況である。 
 さらに、中国特許庁の統計データには、

このような中国語の出願人異表記が考慮

（名寄せ）されることなく、同一出願人

であっても法人格が異なるだけで別出願

人としてカウントされている現状がある 
[6]。 
 そこで本稿では、改めて中国、台湾特

許調査における出願人検索上の諸問題に

焦点を当て、効果的な検索方法を紹介す

ることとしたい。 
 
2. 検討内容 

まず、中国特許について、ワーキングメン

バーが関心ある分野の技術動向分析を行

い、各分野における主要出願人リストを作成

し、さらに出願人異表記の多い例を集めて

分析し、先行文献では触れられていない次

のような点について検討した。 
 
(1)中国特許データベース、台湾特許データ

ベースに備えられた出願人辞書の有用性 
英語データベースの出願人異表記につ

いては、最近でも特許統計データベースの

「出願人名の表記ゆれ」としての論稿があり 
[7]、ワールドワイドなデータベースである

DWPI においては出願人コードを古くから

整備し、出願人コードだけでなく、会社名か

らも検索して、その異表記を確認することが

できるようになっている[8]。 
他の商用英語データベースでもコーポレ

ートツリーや標準化出願人機能として名寄

せ（表記の統一）した出願人名で検索できる

ようになっているものもある。 
中国特許データベース(CNIPR)、台湾特

許データベース(TWPAT)にはそれぞれ出

願人の異表記を示してくれる出願人辞書が

ある（用語辞書もあるがここでは省略する）。 
この出願人辞書が原語検索する上でどの

程度有効であるかについて検証した。 
 
(2)日本出願人の中国語異表記 

先行文献[5]では、「欧米出願人の中文表

記が統制されていない」とされているが、日
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本の出願人でも中国語異表記が多いケース

がある。どのような日本出願人に異表記が多

いかについて検討した。また、これら異表記

が生じる原因についても検討した。 
 

(3)法人格の異表記 
同一の会社であるにも拘わらず、単に法

人格が異なるだけで中国特許統計上、別カ

ウントとなっているケースがある。このように

単なる法人格の違いが何故生じるかについ

ても検討した。 
 
(4)グローバル企業の解析 

中国における電子部品製造で著名な台

湾に本社を構える「Hon Hai Precision」

（中国語表記：鸿海精密工业）とその関連会

社を代表例に検討した。 

 
(5)中国特許ランキングと中国特許統計 

中国語の出願人異表記が名寄せされるこ

となく中国特許庁における統計データとして

採用されている実態について検討した。 
 
3. 検討結果 
(1)中国、台湾特許庁関係の出願人辞書 
 台湾特許データベース(TWPAT)の出願

人辞書は英語出願人名を入力して検索し、

中国語異表記を確認できるが、中国特許

データベース CNIPR の出願人辞書は、中

国語の出願人名を入力する必要がある。 
 いずれの辞書も異表記をそれなりに示

してくれるが、網羅してはいないので注

意が必要である。出願人辞書の問題点と

対応策を報告する。 
 本報告では、中国特許と台湾特許を検

索する際の留意点を紹介する。 
 
(2) 日本出願人の中国語異表記 

日本語社名がカタカナ表記の出願人に

中国語異表記が多い例が見られる。その例

として、①ダイセル、②富士フイルム、③オリ

ンパスの例を挙げた。各社異表記の年代別

推移も調べた。 
日本語社名がカタカナ表記でも中国語表

記のゆれが少ない例があることも示した。 
 

(3)法人格の異表記（同一の会社であるに

も拘わらず、法人格だけが異なる表記） 
同一の会社であっても、単に法人格の

異表記だけで中国特許庁の統計上は別出

願人とされてしまうことがある。社名の

異表記になると当然、別出願人扱いとな

るが、日本ではこのような社名は名寄せ

して解析することが当然となっている。 
例えば、佳能(キヤノン)や索尼(ソニー)

などの子会社や関連会社を含まない本体

だけを抽出するには、「佳能株式会社 or 
佳能公司 or 佳能股份公司」や「索尼株

式会社 or 索尼公司 or 索尼股份有限公

司」と法人格の異表記を考慮して検索す

ることが必要である。単に「索尼」では、

関連会社、別会社、個人を含め１００件

以上もの異表記が存在する。（1985～
2012 年公開分） 
 このようにグローバルな会社の場合に

は、法人格を付けずに検索すると関連会

社や全く資本関係もないような企業まで

抽出してしまうことがある。特に、２文

字、３文字の場合には個人出願人まで抽

出される場合がある。海外の関連会社な

どは、各社のホームページや日本の場合

には株主総会資料で確認することができ

ることもあるが、網羅されていないこと

も多く、中国の子会社、合弁会社などは

本体の名前を冠していないこともある。 
 単なる法人格のみの違いは、取扱い代

理人事務所ごとに異なるかどうかについ

て検討した結果、索尼(ソニー)の例では同

一代理人事務所でも「索尼株式会社」と

「索尼公司」の両方を使用していること

がわかったが、2011 年以降は複数の代理

人事務所で「索尼公司」に統一しようと

している状況が窺える。佳能(キヤノン)
では、1996 年以降は、代理人事務所に関

わりなく「佳能株式会社」で統一されて

いる。 
 中国特許出願における法人格の異表記

を表１にまとめた。 
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表 1 法人格の異表記（中国） 

 
 
(4)グローバル企業の解析 
 Hon Hai Precision（中国語表記：鸿海

精密工业）とその関連会社の取扱いにつ

いては、誤解を招いているところもある 

のでグローバルな会社の本体と関連企業

の取り扱いという観点から考察した。 

 図１に鸿海精密工业と関連会社の共願

関係を示す地図を示した。共願関係があ

るからと言って必ずしも資本関係がある

とは限らないのは当然である。 

先行文献では、英語データベースで検

索する際の留意点として Hon Hai= 
Foxconn とした上でピンイン表記や傘下

企業の表記も加えないと網羅した検索は

できないとしているが、これはグループ

企業全体を検索する際の留意点であり、

英語データベースで Hon Hai 本体だけを

抽出するには、その他の異表記である

「Hong Hai」「Honghai」を加えて検索

する。 
 それぞれ「Precision」を付けなかった

のは「Prec」など略称の異表記や誤表記

（Precion など）が存在するためである。

また、「Honghai」では「Shi Honghai」
「Zang Honghai」などいくつかの個人や

企業も拾ってしまうので、厳密には

「Honghai Prec%」と検索する。

 
図 1 Hon Hai Precision の共願地図 

 

 

 

 

 

 

 

鸿海精密

鸿富锦精密

清华大学

富准精密

富瑞精密

富泰华工业

捷达世软件

国碁电子

富顶精密组件

赐福科技

扬信科技,
沛鑫半导体工业
北京富纳特创新科技,
桦汉科技

10308
669

16/0
3/0
6/0
4/0

662
4

98
1

4
3

1066
33

74
0

368
0
36
0

16
1
0
6

奇美通讯

単0/0

富士康・电脑
1000
3113単1/66

佛山普立华科技
144
0単0

康准电子科技
105
68

単0

国基电子(上海) 155
66

単0
単1/0

単0

単0

単0/1

単0

単0

鸿准精密単0/0

単24/7

上段または左：公開
下段または右：実案

2008-2012発行日基準

富泰宏精密 富士康科技
97
2

単
1089
/69

単：単願数

767/12

富鼎电子科技

国琏电子

単0

1
15
1
3

29
52

寰永科技
富葵精密 鸿胜科技

221
8単0

その他との共願あり

鸿海精密

鸿富锦精密

清华大学

富准精密

富瑞精密

富泰华工业

捷达世软件

国碁电子

富顶精密组件

赐福科技

扬信科技,
沛鑫半导体工业
北京富纳特创新科技,
桦汉科技

10308
669

16/0
3/0
6/0
4/0

662
4

98
1

4
3

1066
33

74
0

368
0
36
0

16
1
0
6

奇美通讯奇美通讯

単0/0

富士康・电脑
1000
3113単1/66 富士康・电脑
1000
3113単1/66

佛山普立华科技
144
0単0 佛山普立华科技

144
0単0

康准电子科技
105
68

単0 康准电子科技
105
68

単0

国基电子(上海) 155
66

単0 国基电子(上海) 155
66

単0
単1/0

単0

単0

単0/1

単0

単0

鸿准精密単0/0 鸿准精密単0/0

単24/7

上段または左：公開
下段または右：実案

2008-2012発行日基準

富泰宏精密 富士康科技
97
2

単
1089
/69

富泰宏精密 富士康科技
97
2

単
1089
/69

単：単願数

767/12

富鼎电子科技

国琏电子

単0

1
15
1
3

29
52

寰永科技
富葵精密 鸿胜科技

221
8単0

その他との共願あり



 

5 

 また、Foxconn と英表記される関連会

社は「富士康・电脑接插件」だけでなく、

「富士康国际」「康准电子科技」など少な

くとも６社存在し、さらに「Foxconn 
Technology」と英表記される出願人とし

ては、鸿准精密工業、富士康科技などが

ある（いずれも法人格を省略）。 

 Foxconn Advanced Technology と英表

記される「鸿胜科技」は「富葵精密工業」

のみとの共願であるが、Foxconn と称し

ているから「Hon Hai グループ」と看做

してよいかどうかも難しい問題である。 
 このように英語検索で得られた集合が

グループ企業全体であるのか、グループ

本体であるかを見極めないとその後の解

析など結論に影響することになる。 
 さらに、先行文献では、「英語データベ

ースにおける共同出願人は１社のみ収

録」とされているが、SIPO 英語データベ

ースでは 2010 年 2 月 24 日公開分以降は

共願人も表示されるようになり、DOCDB

ベースの商用英語データベースにもこの

点が反映され、2010 年公開分以降の共願

人も検索できるようになっている。 

 
(5)中国特許ランキングと中国特許統計 
 出願人ごとの中国特許統計データが中

国特許庁[9]をはじめ各所から報告されて

いるが、実際のランキングとは異なるこ

とがあるので本稿で指摘しておきたい。 
 ここでも「Hon Hai Precision」と医

学・薬学関係の出願が多い「中国人民解

放軍」の出願について取り上げる。 
 表２は中国専利統計簡報 2012 年 11 期

（2012/5/7 発行）で公表された 2011 年度

の中国国内有効特許ランキング TOP10
であり、表３は「全公開特許－全失効特

許」で表わした簡易的な有効特許ランキ

ング TOP10（2011 年）である。表 2 と

表 3 の有効特許件数およびランキング順

に差があるが、その理由についての詳細

は発表時とし、ここでは議論を省く。 
 
表２ 専利統計簡報ランキング 
①华为技术(14601) 
②中兴通讯股份(8860) 

③中国石油化工(3893) 
④友达光电(3238) 
⑤鸿富锦精密(3117) 
⑥杭州华三通信技术(1388) 
⑦台湾积体电路制造(1317) 
⑧中芯国际集成电路制造(1310) 
⑨威盛电子(1289) 
⑩比亚迪(1251) 
 
表３ 簡易的有効特許ランキング 
①华为技术(22806) 
②中兴通讯(21736) 
③中国石油化工(8178) 
④鸿海精密工业(8063) 
⑤鸿富锦精密(7901) 
⑥友达光电(4282) 
⑦大唐移动通信设备(2711) 
⑧中芯国际集成电路制造(2568) 
⑨比亚迪(2398) 
⑩中国移动通信(2322) 
（カッコ内の数字は有効特許数） 
 
 ここでは、「鸿富锦精密工业」（表２ラ

ンキング５位）の親会社である「鸿海精

密工业」の有効特許件数が「鸿富锦精密

工业」より多いにもかかわらず（表３）、

表２でランキングされていないことを問

題視する。 
 「鸿海精密工业」は、2000 年 6 月公開

特許以降は、すべて現地（中国）子会社

などとの共願であり、筆頭出願人は中国

子会社等としており、親会社の「鸿海精

密工业」はすべて第２出願人となってい

る。英語データベースの場合には先述の

ように 2010 年 1 月公開までは、ほとんど

筆頭出願人しか表記されないことが多い

ために第２出願人は顕出されない、とい

うことが生じるが、中国語データベース

の場合には第２出願人以降も検索できる。

にも拘わらず中国特許統計として「鸿海

精密工业」のデータが現れないのは筆頭

出願人情報のみで統計を取っているため

であると推測される。 
 他方、「中国人民解放軍」の出願特許は

軍の医学科学院、军医大学、各所の病院、

医院などからの医学･薬学に関するもの
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が多く、「中国人民解放軍」として捉えて

合計すると 2010 年以降、毎年 1000 件を

超える公開特許があり、2012 年は 2058
件である。 

この数字は中国出願の内外国の企業、

大学、研究機関を合わせたランキングで

も TOP10 にも入るものであるが、ランキ

ングされていないところを見ると、各大

学、各病院、各医院ごとに名寄せされず

に統計処理されているものと思われる。

詳細は発表時に報告する。 
 
4. まとめと考察 
(1) 中国、台湾特許庁関係のデータベース

には出願人の異表記を確認するため

の辞書が備えられているが、異表記や

旧社名、関連会社が網羅されている訳

ではなく、原語検索する場合の参考程

度に留めておくほうがよい。 
(2) 中国出願の中国語出願人異表記が多

いのは、欧米出願人だけでなく、日本

出願人のカタカナ表記出願人にも異

表記が多いケースがある。 
(3) 同一の会社であるにも拘わらず法人

格だけが異なる表記があり、これらは

名寄せして解析など行う必要がある。

法人格を付けずに検索すると関連会

社以外の無関係な会社や場合によっ

ては個人出願人まで抽出されること

がある。 
法人格の異表記は、同一代理人事務所

でも混同して使用されているケース

がある。 
(4) グローバルな会社の本体とグループ

企業を峻別して検索しないと解析や

報告の結論を誤ることになるので注

意が必要である。本稿では Hon Hai 
Precision の例について紹介した。 

(5) 中国特許庁の特許統計データは実際

のランキングとは異なるランキング

が公表されている場合があるが、これ

は出願人の名寄せが考慮されなかっ

たり、共願の場合に第 2 出願人以下の

共願人がカウントされないなどによ

るものと推測される。 
 

5. おわりに 
本抄録では、台湾に関する検討につい

て紹介できなかったが、発表時には台湾

特許庁データベースにおける出願人検索

の問題点と対応策についても報告する。 
本報告は、アジア特許情報研究会の

2013 年度ワーキングの一環として報告する

ものであり、報告者の他に、本テーマ以外の

テーマを担当するメンバーからも多くのアド

バイスをいただきました。感謝致します。 
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